
１　研究の概要（背景・目的等）
　盛岡広域振興局管内における農畜産物の産出額は750億円

（平成30年）と、平成26年から約100億円増加している。
　一方、農業就業人口は、17,435人（平成27年）と、平成
22年からの５年間で3,832人（18％）減少し、65歳以上の
割合は57.8％から60.6％と一層の高齢化が進んでいること
から、多様な担い手の確保・育成を強化する必要がある。
　特に、本県農業の中核を担う農業法人では、大規模化に伴
い労働力不足が顕在化しているが、他業種に比べ賃金水準が
低い農業分野への求職者数は低水準に留まっている。
　県では令和元年度、「岩手県農業労働力確保対策推進会議」
を設置し、関係機関が連携して、農業労働力確保や農業法人
等の雇用力向上の取組を推進している。
　農業は自然を相手に食料を生産する仕事であり、他の業種
にはない価値を見出し新たに就農するケースも見られるが、
法人の経営資源は限られることから、福利厚生の充実までは
手が回らないのが実情である。
　そこで本研究では、農業の魅力や雇用力を向上させる「農
業版働き方改革」ともいえる新たな福利厚生システムの開発
を行う。

２　研究の内容（方法・経過等）
　本研究での目的を達するため、以下の項目を実施した。
❖　農業法人等における福利厚生の基礎調査を実施する
　　（令和元年度に県農業普及技術課が実施した調査データ
　　の補完）。
❖　県立農業大学校生や就農希望者、就農後間もない若手就
　　農者等を対象としたアンケート ( 聞き取り ) 調査を実施
　　する。
❖　従業員の利便性を考慮した福利厚生サービス利用システム
　　（スマホアプリ）を試作開発する。
❖　試作アプリの評価、改良。実用化に向けた課題を検証する。

３　これまで得られた研究の成果
　県立農業大学校生や就農希望者へのアンケート調査では雇
用就農先の選択において、福利厚生は重要な位置を占めるこ
とが明らかになった。今回の調査では、県農大の卒業生の約

６割が卒業後は農業生産法人への就職を希望する（農業生産
法人で知識・技術を習得したのちに独立就農を目指すとの回
答も含む）と回答している。
　全体の約74％の学生は、就農先を決定する際に、福利厚
生を重要視すると回答している。その一方で25％程度の学
生は福利厚生を重要視しないあるいは、よくわからないと回
答しており、農業生産法人における福利厚生に関する周知が
効果的ではない可能性も浮き彫りとなった。
　求める福利厚生メニューでは交通費・通勤手当が最も多く、
公共交通機関による通勤が難しい農業分野における特徴が明
らかとなった。
　また、県内農業法人等が共有して使用できる福利厚生プ
ラットフォームの試作もおこなった。

＜要旨＞ 
　大規模化に伴い労働力不足が顕在化しているが、他業種に比べ賃金水準が低い農業分野への求職者数は低水準に留まっている。
そこで、岩手県農業の雇用力向上を目指し、本県農業の特徴を活かした福利厚生メニューの開発と福利厚生利用システムの開発
を目指し研究を実施した。
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　福利厚生サービス利用システムの開発ではデモ・システム
の開発をおこなった。システムは多様な端末に対応できるよ
うにWebシステムとし、利用者，農業生産法人人事担当者、
システム管理者が利用できる各メニューを実装した。

４　今後の具体的な展開と期待される効果
　令和３年度においても本研究は継続して実施され、県内の
魅力ある「福利厚生メニュー」の発掘とカタログ化に取り組
む予定である。
　農業法人への基礎調査により、様々な業態における福利厚
生の実態と、各法人が提供できるサービス（生産物、体験・
交流、宿泊等）が明らかにすることが期待される。
　岩手県立大学の研究領域やこれまでの実績を生かすことに
より、各法人が提供できるサービスの見える化、リスト化を
行うとともに、サービスの提供と管理ができるソフトウェア
を試作することが期待される。
　複数の農業法人が、福利厚生に関する共同体を形成し、そ
れぞれの従業者が提供されるサービスを自由に活用すること
により、コストをかけずに農業ならではの満足度向上を図る
ことが期待される。
　福利厚生システムの実用化に向けた課題が明らかになると
ともに、得られた成果を岩手県農業法人協会や関係機関を通
じて県内へ波及されることが期待される。
　全国的にもこのような事例はなく、先駆的モデルとして、
広く発信することが期待される。
　一般企業においては、福利厚生のアウトソーシングは導入
例もあり、そのメニューは旅行、飲食、健康、育児など多岐
に渡っている。
本研究では、農業法人それぞれの生産物や商品をお互いに提
供しあうことにより、単独ではできなかった多様な福利厚生
サービスの提供が可能となり、農業従事者ならではの働く喜
びと農業法人の魅力向上につながるものと期待される。
このような取組は全国的にも例がないことから、本研究で得
られた成果は、農業関係者の注目を集めるとともに、趣旨に
賛同する農業法人の輪が広がることが予想され、さらなる
サービスの充実も期待される。

５　その他（参考文献・謝辞等）
アンケート調査にご協力頂いた、岩手県立農業大学校へ感謝
の意を表します。
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